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国立大学法人北海道教育大学教員養成改革推進外部委員会規則（以下「規則」

という。）第 4条第 2項に基づき、別添資料により意見を報告します。 

なお、この報告は平成 27 年 11 月 27 日付北教大教第 73 号で要請のあった事

項にかかる最終のものではなく、「国立大学法人北海道教育大学教員養成改革推

進外部委員会による点検及び評価実施要項（平成 27 年度実施分）」に基づく点

検及び評価に限り行うもので、最終の報告は別途行うこととします。 

おって、本報告に基づき改善の措置を策定するにあたっては、規則第 5条第 1

項に基づき、本委員会との意見交換を実施願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

別添 

 

委員会では、大学から提出された点検シートに基づき観点に係る状況を確認

し、観点ごとの分析として《分析結果とその根拠理由》、《優れた点》、《改善を

要する点》としてまとめ、加えて今回の点検及び評価のまとめを行い、もって

意見とした。 

 

 

Ⅰ 観点ごとの分析 

 

要請区分Ａ 

平成 27 年度教員養成課程における実践的教員養成の状況 

 

 

観点Ａ－２７－１ 

自ら課題を追究し、情報を取捨選択しながら、自分で考え、粘り強く問い

続ける姿勢を育む授業が行われているか。 

 

《分析結果とその根拠理由》 

・「アカデミックスキル」、「情報機器の操作」、「教職論」、「基礎実習」、「特別

支援教育」、「教育実習」及び「教職実践演習」は、必修科目として 3 キャ

ンパス共通開設である。 

 

《優れた点》 

・釧路校の「アカデミックスキル」においては、同校の教育のスタンス、教

育内容が伝わるものであり、大学に入学したての学生へのメッセージとし

て適しているものと考える。 

・動機付けという意味で 1 年生から学校現場を経験する機会があることは評

価できる。 

 

《改善を要する点》 

・カリキュラム全体において、この観点にかかる教育をしなければならない

のではないか。その際には、どういった科目をどういった順序で学ぶかと

いう順序性についても大切にすべきではないか。例えば、教育実習を終え

たところで「学び続ける姿勢」についてもう一度扱っても良いのではない

か。実践と理論の往還についても、平面ではなくスパイラルで力量を高め
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ていけるカリキュラムが望ましいのではないか。 

 ・現実に世の中で起きていることについて、アンテナを伸ばす教育が重要で

はないか。 

 ・体系的な学びを構築し、最終的にはポートフォリオを活用し「教職実践演

習」において学生個々の弱点を補っているとあるが、より弱点を補う機会

を広げる必要があるのではないか。 

 ・カリキュラムマップと札幌校の資料にある構造図が結びついてくると体系

が見えてくるのではないか。３キャンパスに共通する学びと各キャンパス

の地域性に対応した学びが整理されることでより明確になるのではないか。 

 ・北海道の教員を養成するという目標を掲げているのであるから、北海道が

もつ教育の課題については、各キャンパス間に違いがあってはならない。

一方、地域性による課題については各キャンパス間に違いがあることは当

然である。この 4 年間をかけて、学校現場の役に立つ教員を養成している

か検証し改革することが必要ではないか。 

 ・地域性を生かすという意味で、３キャンパスの特徴を生かす試みとして、

各校間の学生の交流も効果的ではないか。 

 

 

観点Ａ－２７－２ 

学級経営や学校経営に関する授業に現場経験の豊富な教員による指導が行

われているか。 

 

《分析結果とその根拠理由》 

 ・「教職論」は、1年次の必修科目として 3キャンパス共通開設である。 

 ・「学校経営と学級経営」は、札２・旭３・釧３年次の選択科目として 3キャ

ンパス共通開設である。 

・「教育実習事前事後指導」は、3 年次の必修科目として 3 キャンパス共通開      

設である。 

・「教育課程と教育方法」は、2 年次の必修科目として 3 キャンパス共通開設  

である。 

・上記科目は当該観点を満たす内容を含んでいると認められる。 

・旭川校においては、「教育課程と教育方法」において学級経営に係る事項が

取り扱われている。他の 2キャンパスにおいてはみえない。 

・該当する授業科目として 3 キャンパスは「教職論」と「学校経営及び学級

経営」を上げているが、「教職論」と「学校経営及び学級経営」が関連をも

って開設されていたのは釧路校のみか。 
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・該当する授業科目として札幌及び旭川校は「教育実習事前事後指導」を上

げているが、釧路校においては上げていない。 

・各授業科目を学校現場の経験のある教員が担当している。 

 

《優れた点》 

 ・札幌校の「教職論」は現職の優れた教師が講師として参加しており、教育

現場の理解を深める上で、良い構成となっている。 

 ・釧路校の「教職論」においては、学校がチームとして機能するための講義

を行っている様子が伺える。 

 

《改善を要する点》 

・教育委員会の初任者研修において、学級経営を重視していることを踏まえ

れば、フィールド研究等の学校支援ボランティアにおいても学校での現場

経験を振り返り、理論としっかり往還する学習を行うなど学級経営につい

て学ぶ機会の充実が必要ではないか。 

・学校がチームとして機能するための内容が薄いのではないか。 

・学校現場の優れた実践家の話も、現場を数多く見ている学生の方が受け止

めが大きいだろう。しかし、キャンパスごとに学生の現場経験が大きく異

なると効果が弱まる。３キャンパスとも同様の手法を用いるべきではない

か。 

 

 

観点Ａ－２７－３ 

一般的な社会人としての常識や他と協働しながら問題を解決するための基

礎的な知識・技能・態度を培う授業が行われているか。  

 

《分析結果とその根拠理由》 

・「倫理・人権」は、1年次の必修科目として 3キャンパス共通開設である。 

・「演劇と表現」は、２年次の選択科目として札幌校開設である。 

・「知的障害福祉実習」は、２年次の選択科目として札幌校開設である。 

・「コミュニケーション実践」は、２年次の選択科目として旭川校開設である。 

・「教職実践演習」は、４年次の必修科目として 3キャンパス共通開設である。 

・「発達と教育Ⅰ（地域学校教育論）」は、1 年次の必修科目として釧路校開設

である。 

・上記科目は当該観点を満たす内容を含んでいると認められる。 

・該当する科目として旭川校は、「教職実践演習」を上げているが、他の 2キ
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ャンパスにおいては取り上げていない。 

・「倫理・人権」は重要な授業であるが、その中で「他と協働しながら問題を

解決する」知識・技能等を培うとするのは困難ではないか。 

 

《優れた点》 

・釧路校の「倫理・人権」においては、単に講学上の理解に止まらず、学校

現場における適用を見据えた理解を求めている。 

・旭川校の「コミュニケーション実践」に何かをしようとするアプローチが

感じられる。 

 

《改善を要する点》 

 ・コミュニケーション能力の重要性が高まるなか、その育成を個人任せとせ

ず、組織的・意図的に育てるカリキュラムの構築や大学における教育環境

の整備等を行うべきではないか。 

・生涯学習を進める上で学校教育以外の教育活動である社会教育について、 

教員を目指す学生が学ぶ機会について検討してもよいのではないか。また、

学生を地域に出すことで地域の方々とのやりとりの中で磨かれる部分もあ

るのではないか。 

 ・旭川校の「コミュニケーション実践」は選択科目であるが、3キャンパスの

学生すべてが履修することが望ましいのではないか。 

 ・あいさつ、身だしなみ、電話の応対、謝罪の仕方など身近な、しかし一般

的な社会人としての常識を身に付けることについても教育のなかに取り入

れる必要があるのではないか。 

 ・コミュニケーション能力の育成は、講義としては難しい分野だが、一方学

校現場で求められていることでもあるし、人材養成として特色を出しやす

い部分でもる。将来的に大学の特色としてアピールできる分野であるとも

考えられる。より斬新なものがあってもよいのではないか。 

 

 

観点Ａ－２７－４ 

地域社会との連携にかかる実践的教育が行われているか。 

 

《分析結果とその根拠理由》 

・「教育フィールド研究Ⅰ」は、1 年次の選択科目（釧路校は必修科目）とし

て 3キャンパス共通開設である。 

・「教育フィールド研究Ⅱ」は、1 年次の選択科目（釧路校は必修科目）とし
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て 3キャンパス共通開設である。 

・「知的障害児の余暇と健康」は、２年次の選択科目として 3キャンパス共通

開設である。 

・「教職実践演習」は、４年次の必修科目として 3キャンパス共通開設である。 

・上記科目は当該観点を満たす内容を含んでいると認められる。 

・該当する科目として旭川・釧路校は、「教育フィールド研究Ⅱ」を上げてい

るが、札幌校においては取り上げていない。 

・該当する科目として札幌校は、「教職実践演習」を上げているが、他の 2キ

ャンパスにおいては取り上げていない。 

・学校と学校以外の地域社会への学生の参加が図られる仕組みとは、なって

いない。 

・学校は地域の核。地域の行事に参加することで地域の人々と関係を作って

いく、そういう場にいることで、子供を育てるということが実感できるよ

うになる。 

 

《優れた点》 

・（特記事項なし） 

 

《改善を要する点》 

 ・この分野こそ、キャンパスの地域性が表れてしかるべき。一番地域社会と

連携を感じられなかったのは札幌校。もう少し意図的・計画的にカリキュ

ラムに取り入れていくことが必要ではないか。 

・この観点は、観点Ａ－２７－３とも密接に関連して非常に重要な課題であ

る。今後、地域社会との連携がより一層重要になることが想定され、初任

の教員も直ちにこれに対応していかなければならない現実があることを認

識しなければならない。こうした地域と「関わる力」の育成については、

学校現場において養成するだけの時間的余裕がない現状にあって、大学で

の 4 年間の教育の中で養成されることが求められる。そのことを大学は自

覚し、多少の失敗が許されるうちに、学生を学校以外の地域社会へ意図的・

計画的に送り込む必要があるのではないか。 

・学校は地域の核である。地域の行事に先生が参加しなくてはならない現実

を学生は知っておく必要がある。またこのことを通して、子供を育てると

いう実感を得ることができる。これは大学の講義では得ることのできない

ものであり、カリキュラムとして位置づける必要があるのではないか。 

・学校支援地域本部事業での学校支援ボランティアとして学生が活動するこ

とを検討してはどうか。ボランティアの多くは地域の高齢者である。その
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中に学生が参加することで支援の実態が掴めるとともに地域の学校に対す

る思いや距離感といったものを肌で感じることができる。 

 

 

要請区分Ｂ 

現職研修プログラム開発への参画について（以下「要請Ｂ」という。） 

  

観点Ｂ－２７－１ 

学校経営、危機管理、国際理解、人間尊重の教育の指導についての基礎的・

基本的な知識・技能を培う研究が行われているか。 

 

《分析結果とその根拠理由》 

・旭川校において「観点」に示された研究は行われている。 

  

《優れた点》 

 ・（特記事項なし） 

 

《改善を要する点》 

 ・この観点については、学校現場や教育委員会における研修ニーズを把握す

ることが必要であり、そのニーズに応じた研究成果や講座の開設実績等に

状況を確認することが必要である。 

 

 

Ⅱ 今回の点検及び評価のまとめ 

 

  このたびの点検及び評価は、学長からの要請である実践的教員養成の状況

と現職研修プログラムの参画にもとづき、採用時において備えて欲しい最も

基本となる力量の育成と研修にかかる現状の課題への対応、をテーマとして

観点を設定し実施した。その結果の総括は以下とおりである。 

 

１）授業・教育課程 

 ・授業科目に、観点を満たすための内容の不足があると考えられた。 

  ・授業科目間の関連（履修方法を含む）が充分ではなく、学生に当該観点

にしめす教育が行き渡っていない点があると考えられた。 

・受講の順序性やカリキュラムの構造について、教育的効果から再検討す   

べき点があると考えられた。 
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２）養成する人材像 

 ・実践的指導力を備えた教員養成を目標としているが、学校現場の実際を

取り入れた授業が充分でない点があると考えられた。また、今後、学校

と地域の連携が一層重要になることを踏まえ意図的に学生が地域と「関

わる力」を育成することが必要と考えられた。 

 

３）現職教員の再教育の在り方 

・現職研修の課題として掲げた事項に関する研究の状況が、確認できた。

今回は旭川校のみ回答を得たが、このように偏在して良いものか今後検

討を重ねる必要があると考えられた。 

 

４）その他 

  ・各キャンパスに優れた取組が見られたが、そのことが教員養成課程全体

で共有されていないため、課程の質的向上に繋がっていかない状況がみ

られた。今後は課程全体として質的向上を図るための組織的取組を構築

する必要があると考えられた。 

・また、そのためにカリキュラムマップやポートフォリオをどのように有

効活用していくか検討する必要があると考えられた。 

  ・一方、地域社会との関わりについて、各キャンパスの特色を出すべきで

あり、都市部であっても意図的に取り入れて行くことの必要性が認めら

れた。 

 

 

 

（添付資料） 

 ・国立大学法人北海道教育大学教員養成改革推進外部委員会による点検及び

評価実施要項に基づく点検シート（平成 27 年度実施）【大学提出分】 


















































































































